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身体障害者手帳及び療育手帳の再認定（再判定）の取扱いについて 

 

 

日頃より、障害福祉行政に御尽力いただき、厚く御礼申し上げます。 

さて、身体障害者手帳及び療育手帳（以下「身体障害者手帳等」という。）の再認定

（再判定）の取扱いについては、それぞれ「身体障害者障害程度の再認定の取り扱いにつ

いて」(平成 12年 3月 31日付け障第 276号障害保健福祉部長通知)及び「療育手帳につい

て」（昭和 48年 9月 27日付け厚生省発児第 156号厚生事務次官通知）により、技術的助

言としてお示ししているところです。 

今般、「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」（令和２年３月 28日（令和

２年４月 16日変更）新型コロナウイルス感染症対策本部決定）において、「国民の生活を

守るためには、感染者数を抑えること及び医療提供体制や社会機能を維持することが重

要」であり、「外出自粛の要請等の接触機会の低減を組み合わせて実施することにより、

感染拡大の速度を可能な限り抑制することが・・・重要である」とされているところで

す。 

このため、再認定（再判定）の手続等に関しても、医療機関の受診等のための外出を回

避する必要がある一方で、これにより身体障害者手帳等の所持者に不利益の生じることの

無いよう配慮いただくことが必要です。 

こうした中で、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17

年法律第 123号）の規定に基づく自立支援医療については、全国の受給者（令和２年３月

１日から令和３年２月末日までの間に支給決定の有効期間が満了する者に限る。）を対象

に、当該有効期間の満了日を原則として１年間延長することができるよう、所要の措置を

講じる方向で検討がなされているところです。 

これを踏まえ、各自治体におかれましては、身体障害者手帳等の再認定（再判定）に関

しても、自立支援医療の支給決定の有効期間の満了日が１年間延長される見込みであると

いうことを斟酌の上、再認定（再判定）を実施する期日を延期する等の対応をとり、当該



 

内容について記載した文書を申請者宛てに送付する等、弾力的な対応を御検討いただきま

すようお願いします。 

また、管内関係機関への当該対応の内容に関する周知につきましても、遺漏無きようお

願いします。 
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